

























































































































































































































































































































































































































































































































投票方法 投票数 投票数の割合 全有権者に占める投票数の割合
賛成 ９６６，２２７人 ９０．８％ ４４．５％
反対 ８５，７１７ ８．１ ３．９
無効票 １１，７７０ １．１ ０．５









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































出典：Arter, op. cit., “One Ting Too Many”, p.122.
図表 国民議会の政党の投票および議席，１９４５年～１９５３年（９月）
１９４５年選挙 １９４７年選挙 １９５０年選挙 １９５３年選挙（４月）
政党 投票（％） 議席 投票（％） 議席 投票（％） 議席 投票（％） 議席
社民 ３２．８ ４８ ４０．４ ５７ ３９．６ ５９ ４０．４ ６１
自由 ２３．４ ３８ ２７．６ ４９ ２１．３ ３２ ２２．０ ３３
保守 １８．２ ２６ １２．４ １７ １７．８ ２７ １７．３ ２６
急進 ８．２ １１ ６．９ １０ ８．２ １２ ８．６ １３
正義 １．９ ３ ４．５ ６ ８．２ １２ ５．６ ９
共産 １２．４ １８ ６．７ ９ ４．６ ７ ４．７ ７

























































































































































































































































投票方法 投票分配 投票者の割合（％） 全有権者の投票割合（％）
賛成 １，１８３，２９２ ７７．５ ４５．８
反対 ３１９，１３５ ２０．９ １２．３
白票 １７，１９３ １．１ ０．６
無効票 ８，０３８ ０．５ ０．３
合計 １，５２７，６５８ １００ ５９．０
全登録有権者＝２，５８５，８６５






















































投票方法 投票分配 投票者の割合（％） 全有権者の投票割合（％）
２３歳に賛成 ８４０，１００ ５２．３ ３２．５
２１歳に賛成 ６９９，５２７ ４３．５ ２７．１
白票 ４５，６００ ２．８ １．８
無効票 ２１，８００ １．４ ０．８
合計 １，６０７，０２７ １００ ６２．２
全登録有権者＝２，５８５，８６５
出典：Arter, op. cit., “One Ting Too Many”, p.130.
１９５３年５月の国民投票の後１ヶ月も経過しないうちに，クレステンセン
は政党を離れる決意を表明した。しばらくの間，政党に所属しない政治家
であった，クレステンセンは“１９５３年７月１５日委員会”の形成に密接に関
与し，それは新しく―承認された憲法改正案に不満を抱く反対集団であっ
た。結局，彼は新しい中産階級政党である独立党を組織・指導し，その党
から１９５３年９月２２日に，新しい一院制議会への最初の総選挙で候補者を擁
立した。彼の最初の手段となった，１９５３年７月１５日委員会は当初わずか１４
名の人々から構成された市民の委員会にすぎず，その半数以上が４月７日
委員会の前メンバーであった。新憲法委員会委員と重なり合った委員は確
かに，新憲法への反対を示唆しており，肝心の憲法改正案は６月５日に国
王によって最終的な承認を得たものの，それは本質的には，同じような組
織的母体により着手され，５月の国民投票に先行し，かつその下準備を行
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った憲法改正案に反対した者と同じような活動的人々の多くが関与してい
た。新憲法への反対に固執することは反対派の今後の戦略にとって表面上
の不確実性をさらけだした，といえる。ただ，その不確実性は常に，クヌ
ー・クリステンセンの欠点の一つであったわけでない。１９５３年および１９６０
年の間の独立党の形成と活動に関する詳細な研究の中で，ヘネ・エリクセ
ン（Hanne Eriksen）は，クリステンセンが国民投票での敗北の後直ちに，
新政党を準備したことを，説得的に論じている。しかしながら，新政党の
資金集めについて極右からの資金の懸念に直面した彼は一時的に手を引き，
新政党への彼の最終的目標のため組織支援を得る手段として，１９５３年７月
１５日委員会を利用することを選んだのである。
８月初頭，１９５３年７月１５委員会は，委員会の持続的活動が適切でかつ積
極的な草の根の対応の条件であったことを公表することで，その運動への
国民支持の存在を成功裡に論証しようと試みた。愉快なことは，８月３日
の委員会による国民への訴えた後の３日以内に千通を超える激励の手紙が
送られてきたことだ。その結果，８月１２日までに委員会は，緩やかな選挙
協力の中で反憲法派の候補者を合同で支持するという見解を持って自由党
および保守党に接近した。すでに論じたように，このような努力の負担は，
他の方法でやめさせることができた５月の国民投票の結果に不満を抱いた
社会主義者以外の有権者を引き寄せることで保守党―自由党政府を維持す
ることに役立った。このような合理的路線に理解を示した保守党の中にこ
うした考えの人々が存在した一方，自由党および保守党は各々，各党の党
員集会で，クレステンセンの提案との提携を断固として拒否した。このよ
うなクレステンセンの提案への拒絶は，１９５３年７月１５日委員会を新政党，
つまり独立党へと転向させるための弾みとなった，といえる。
新しい一院制議会のための１９５５年９月総選挙の直前，わずか２週間で政
党として正式に登録した独立党は一般投票の２．７％を獲得したにとどまり，
国民議会への代表を手にすることにほんの僅差で失敗した。新政党は，ユ
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トランドで４．１％，また首都に隣接するゲントフテ（Gentofte），ヘラルッ
プ（Hellerup），およびルングビィ（Lyngby）といった自治体で最も強力
な支持を得た。それ故，１９５３年９月の総選挙での独立党の票と，先の５月
の国民投票に際しての憲法改正案に反対する拠点との間に密接な相関関係
が存在したことは，明白である。独立党は１９６０年に彼らの最初の議会代表
を選出しかつ近代的二院制議会への要求を１９５３年の国民投票後２０年にわた
って明言することでデンマーク政治における彼らの地位を強化した。
明らかに，憲法問題は中産階級側の党派的分裂レベルを拡大することに
なった。最初に，保守党の分派集団の創設，１９３８年には国民協同運動，そ
して次に，１９５３年８月の，議会改革への自由党と保守党の反対者を包含し
た独立党の形成が見られた。事実，１９３８年，国民協同運動を形成する際に，
ヴィクトル・プーシエル（Victor Pürschel）に従うため保守党を離れた前
の青年保守党の委員長 G・ヴェスタゴー（G・Westergaard）は，１９５３年
に独立党の執行委員会に出席した。にもかかわらず，総じていえば，憲法
問題は確立された政党の枠組みの外で，大多数の国民を動員するのに失敗
した，といわざるを得ない（Ibid ., pp.１２７～１３１）。
１２，議会改革の結果：現代の展望
古参の保守党議員エリク・ニナ―ハンセン（Erik Ninn-Hansen）以外に―
彼は最近（１９９０年まで）まで国民議会の議長であったような顕著な例外は
あるが―現存するデンマーク議会人の中で１９５３年に一院制議会へ転換した
ことを直接知っている者はいない。少なくとも，新憲法は派手な宣伝文句
で歓迎されたわけでなかった。スウェーデンよりも先駆けてデンマークが
単一議会へと転換して以来，長い期間が経過したという事実は，その後の
発展の主要な路線の極めて表面的な説明を非現実的なものにしてしまった。
それでは，いかにして，我々はほぼ５０年経過した今日，議会改革の結果を
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評価すことができるであろうか。明白な接近方法は，重要な関係者の最初
の意図をある程度理解することから始めたい。
最も長く単一政党であった，社会民主党，およびその同盟者の急進党に
関していえば，議会改革の主要な目標は強力な政府を促進すること―すな
わち，特に経済管理の分野で，上院における敵対的多数派の妨害なしに，
政府がより効率的に統治できるようにすることであった。もちろん，これ
は一般投票で直接選出された下院における国民の最高意思に対して正しい
表現を付与するという伝統的な民主主義的レトリックの中に言い表されて
いる。しかし，社会民主党にとって，議会改革の多少逆説的な目的は立法
府をある程度犠牲にしても行政府の立場を強化することであった，といえ
る。
それとは対照的に，中産階級政党にとって，議会改革は救済的活動の現
実の中にあった。議会改革という運命に直面した彼らは，下院における左
翼―中道多数派の専制に対する“保守党の庇護”を追求することより，上
院における伝統的支持基盤（それは，すでに１９３６年の投票で喪失していた）
を犠牲にする代価を最小限に留めようとした。確かに，政治的環境，そし
てとりわけ，１９５０年に形成された歴史的に著名な少数派の自由党―保守党
連合の生き残りは，中産階級政党に議会の改革に対して付属物を準備する
役割を果たしたにすぎないが，しかし，彼らの独創的な意図は存続した。
すなわち，多数決主義者（左翼―中道）政府による支配に反対して単一議
会の立場を維持すること。要するに，議会改革は議会の各利益層にとって
最大の利点となったように思われる立法府―行政府の均衡を達成する戦い
に政党連合を参加させたことに尽きる。
こうした視点から見れば，憲法改正案について最終的な政党を超えた妥
協は，おそらく社会民主党と急進党にとって優位に働いたように思えてな
らない。別の視点から見れば，強力で自明な状況は憲法改正案について保
守党および自由党の反対者の見解を支持するために利用され，その結果提
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案された憲法改正案は，一院制議会の相対的に弱体な形態であった。とい
うのも，それは行政府の権限に対して有効な構造上の均衡と抑制を定めて
いなかったからである。ことに，北欧社会の状況下では，いかなる審議の
ための機関もデンマークでは法令の形式で制定されなかったので，そのこ
とはノルウェーおよびアイルランドでは国内の議会分裂という“第二院の
効果”，あるいはフィンランドでは全院委員会に応答するための過程であ
ったように思えてならない。さらにその上，極めて明瞭なデンマーク（憲
法）第４２条は，政治的権利を有する多数派にとって廃止された上院の代替
物として受け入れられてきたが，しかしそれは財政立法のような重要な領
域を排除していた。きわめて否定的な国民投票が政府の立法を覆すために
必要であったという，ラレセンとステンベレの仮説は第４２条に頼ることを
阻止し，その結果，第４２条は後に廃止されたものの，実際には支持されて
きたように思われる。一院制議会の時代にたった一度だけ実施された国民
投票は，第４２条の規定に基づいて実施されたのである。
もちろん，制度上の取きめと手続きは，立法府―行政府の均衡を形成す
るさいの唯一つの重要な要因である。大きな領域において，政府―議会と
の関係は国民議会における党派状況の力学によって決定される。すなわち，
多数派政府のための現実的数字上の基礎が存在するかどうかという点とエ
リート内部の協力がこれを多数派政府のために実践的政治の基礎に変容で
きるか否かに依拠している。議会の政党制度といった機関の中では，二院
制議会時代へと戻る日々の議会の慣行という点で明確な継続性が存在して
いた。かくして，戦時中の大部分に関していえば，上院における政府多数
派の不在が立法上の重要事項を実施するために議会反対派の一つまたは多
くの集団との協議，協力，そして最終的には，妥協を促したといえる。こ
の広範な政党間の一括的妥協性は法律案を国民議会に提出する前に同意さ
れ，それは左翼―中央連合および野党を基盤とする自由党との間での福祉
政策に関する，１９３３年のカンスレアガデ協約の最も著しい初期の実例の中
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に具現されている。
一院制議会への転換以来，少数派政府が相対的に多く出現したことは，
一括的妥協の伝統を維持し，また政策形成において影響ある法律案を国民
議会で成立させることに役立った。そして，政府および一つまたはそれ以
上の野党との間の争点に基づいた立法上の連合が日常化した。それ故，国
民議会の変化がデンマークにおける有力な政策形態に重要な衝撃を与えた
ということは，主張されなかった。
当節では，デンマークの一院制議会は政策過程の審議と実行の段階で変
化するかなりの影響を行使する標準的な政策―影響力を有する議会として，
正確に描かれている。１８４９年の初頭には，憲法上の規定では，下院は議会
委員会を設けることが認められ，それ自身の議員から構成され，“普遍的
な重要を有する”事項を調査することができた。しかし，この長期のわた
った選択的権限にもかかわらず，政策提案の計画期間と定式化に参画する
委員会および理事会のネットワークに議会人による定期的な参加は全くな
かった。このような，政策―形成の立法化以前の段階への議会人の関与の
不在は，今日でも西欧社会における行動様式の中に見ることができる。も
っとも，それはスウェーデンの政治的慣行とは極めて対照的であり―また
１９４５年以前には，ノルウェー，そこでは議会の議員は重要な予備的機関に
日常的に関与していた。
政策―形成の審議段階での一院制議会の役割は，常任委員会における政
府と野党との取引への頻繁な要求と審議中の立法の結果生じた修正によっ
て，一院制議会の時代を通じて高められてきた，といってよい。また，１９７２
年には，常任委員会自身も改革された。その時期以降，デンマーク国民議
会の常任員会は，政府大臣の組織に対応する，専門家の主題―特定事項と
なり，その結果，権限の重要な領域の中で法律案の審議を行うためにより
大きな統一された能力を持つようになってきた。だが，一院制議会の時代
の過程を超えてまで，第二院の機能を遂行するように議会委員会は発展し
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なかった。
１９５３年に憲法改正の一部として，議会オンブズマンが創設されたが，そ
れはスウェーデンとフィンランドの手法を真似たもので，また市場関係委
員会のような専門家監視委員会のその後の出現，その特徴的な機関は政府
の欧州協同体政策を監視するものであり，それは一院制議会，特に少数派
政府の時代には，議会が公共政策の政治的執行およびその履行を支配する
実際の方法を行使すること可能にした。
事実，皮肉なことに，近代的デンマークの政党制と一院制制議会の中で
の議会改革の動きは，政治的権利が第二次世界大戦の前後の憲法論争の間
に達成しようとした政府の均衡および抑制をうまく形成したものの，しか
し，１９５３年憲法改正案は相対的にそうした権利を全く定めていなかった。
１９５３年のデンマークにおける議会改革は，議会の少数派を最も穏健な形で
保護する，一院制議会の相対的に弱い形態を作り上げてしまった。しかし
ながら，その後の制度上の改革，およびとりわけ，党派的均衡の志向は一
般に，行政府を犠牲にして立法府を特別扱いし，しかも一院制議会が実際
には少しも弱体でないことを明確にした，ともいえる（Ibid ., pp.１３２～１３４）。
１３，おわりに
以上，デビットー・アーター論文に即しつつ，デンマーク国民議会にお
けるランドステイング（上院）の廃止，すなわち，二院制議会から一院制
議会への転換過程を紹介してきた。アーター論文は，デンマークの憲法史
と社会・経済的分析を踏まえて，上院廃止に至る経緯を詳細に論じていた。
最終的に上院の廃止は，憲法改正案の形をとり，国民議会の両院での可決
と国王の承認を得て，国民投票にかけられて承認されたのである。
本論の中でも詳述したように，上院廃止を目論んだ憲法改正案に対する
＜同意の形成段階＞とそれを国民投票にかけて承認を得るための＜運動段
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階＞では，社会民主党
（１）
・急進党，保守党・自由党など左翼・中道・右翼陣
営などによる激しい政治的策略が展開され，政府与党および野党を巻き込
んだ政党間闘争の様相を呈した。また，現・元首相や有力政党の幹部の活
動などが上院廃止に大きな影響を及ぼした，といえる。
とりわけ興味深かったことは，上院を廃止する憲法改正案の承認をめぐ
る国民投票では，時の首相や政党指導者の強力な関与の姿勢とは対照的に，
この問題に対する国民の相対的関心の低さである。多くの国民にとっては，
議会改革よりも経済生活のほうが重要であった，といわざるを得ない。結
局，国民は“生活保守主義者”に徹した，ということになるだろう。
デンマークの国民議会の上院は，本来「国王体制
（２）
」を支える勢力であっ
て，その勢力の中心は保守階層であった。投票権は富裕層に限定され，議
員の一部が国王によって任命されていた点からも明らかなように，上院議
員の大部分は貴族階級や特権階層によって占められていた。また，上院と
下院は原則として同等な権限を有していたこともあり，そのため長い間，
上院の存在意義が問われていた。事実，上院は下院で成立した法律案の単
なる追認機関となり，不要な機関であるとさえ国民から見られていたので
ある。
周知のように，デンマークは連邦国家でもなく，しかも領土が狭く人口
も少ないいわゆる“小規模国家”であったので，そもそも二院制議会を必
要とする基本的理由，ことに上院の存在理由はきわめて希薄であった，と
いってよい。しかしながら，実際に上院を廃止させる政治的プロセスは必
ずしも容易なものはなかった。二度にわたる国民投票（最初は否認）の結
果を踏まえて，ようやく憲法改正案への国民同意を得ることに成功したの
である。
いずれにせよ，デンマークが政治的および経済的に現代化される過程に
おいて，１９世紀のいわば「政治的遺物」であった上院のあり方が問われ，
それが廃止されるに至ったのは，ある意味で歴史的に必然な成り行きであ
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った，ともいえる。１９５３年６月以降，デンマークの国民議会は一院制へと
移行し，今日にいたるまで，さしたる大きな問題もなく，議会は民主的に
運営されていると聞く。その限りでは，上院の廃止は“成功裡に終わった”
といってもよいのではなかろうか？
本稿を閉じるにあたり，日本の外務省が２００９年に発行した『デンマーク
王国』の内政に関する最近の政治状況を紹介して結びとしたい。
（１）２００１年１１月の総選挙で，ラスムセン党首が率いる自由党が外国人移
民対策の強化および社会福祉の見直しを訴え，８年間続いた中道左派連立
政権（社会民主党および急進自由党）を破って第一党となり，保守党との
中道右派連立政権が発足した。
（２）同政権は，内政面においては高齢者介護，医療面での選択の自由の
強化，増税凍結および難民・移民の規制強化を着実に実施し成果を上げ，
また，外交面においては２００２年後半に EU議長国を務め，EU拡大交渉を
成功裡にまとめたことなどもあり，安定した政権運営を行ってきた。
（３）２００５年２月，ラスムセン首相は国民議会を解散して総選挙を実施し，
与党自由党・保守党（１７９議席中７２議席）が選挙で勝利するとともに，第
二次ラスムセン内閣を発足させた。ラスムセン政権は，主にデンマーク国
民党（移民規制を訴えている極右政党［２４議席］）の閣外協力を得て政権
を運営した。第二次ラスムセン内閣は，内政上の課題であった地方自体改
革（市への権限委譲を柱とする構造改革），年金制度改革を中心とする福
祉制度改革などを実現し，いわゆるグローバリーゼイションが進行する中
でデンマークを競争力のある知識社会にすることを目指すなどの政策を打
ち出し，堅実な政権運営を進めた。
（４）２００７年１１月，ラスムセン首相は再び国民議会を解散して総選挙を実
施した。与野党とも過半数割れとなったが，ラスムセン首相は，引き続き
自由・保守連立（１７９議席中６４議席）からなる第三次ラスムセン内閣を発
足させた。第三次ラスムセン内閣は，政策基本文書の中で，増税凍結政策
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の推進，政府開発援助の対 GNP比の増加のほか，対 EU協力に付してい
る４つの保留事項（共通通貨，安全保障・防衛，司法・内務協力，EU市
民権）の見直しの必要に関する認識などを表明している。
（５）そして２００９年４月４日，ラスムセン前首相が次期 NATO事務総長に
指名されたことを受け，５月，同政権のルッケ・ラスムセン財務大臣が新
首相に就任した
（３）
のである。
＜注＞
（１）デンマークは福祉国家としてつとに有名である。この福祉国家政策に長年に
わたり指導的役割を果たしてきたのが社会民主党である。１９４２年に初めて政権に
就いた社会民主党は，ときには保守党や左翼党に政権を譲ることがあっても，ほ
ぼ一貫して政権の座にあった。ただ，デンマークの国民議会には，今世紀の初め
頃から常に相当数の小政党が存在し，社会民主党も通常は単独政権ではなく，連
立によって政権を維持・運営してきたことに注意を要する（松澤伸著『機能主義
刑法の理論―デンマーク刑法学の思想』［信山社，２００１年］，１８頁）
（２）１９５３年の憲法改正は，上院を廃止するとともに，フリゼリック９世後の女性
の王位継承権を認め，１９７２年にマグレデ２世誕生の布石となった。今日では，デ
ンマークは，マルグレデ女王を元首にいただく立憲君主国である。女王は前王フ
レゼリック９世の三息女の長女であり，１９５３年憲法が立憲君主国デンマークの王
位の継承権をグリュクス家内に限定し，男子への優先権を認めつつ，長子（男女
とも）による王位継承権を規定し，そのため，女王が出現した経緯があった。つ
まり，１９５３年憲法は，現王室の存続と上院廃止の二つを主たる目的として改正さ
れたのであった（「デンマーク」『平凡社百科事典』［１９９５年］，４１５頁）。
そうだとすれば，今回の上院廃止には現王室の継承問題も大きく関係していた
のではないのか？デンマークはわが国と同様に，王室に対する国民の尊敬の念が
強く，現に国王は政治的に大きな権威的存在である。したがって，今回の上院廃
止の過程をめぐる論争において，王位継承権をめぐる問題も何らかの形で影響を
及ぼしたと考えるのが自然であろう。本論で参照したアーター論文は，このよう
な疑問点にほとんど答えていないのは残念である。
（３）http : //www.mofa.go.jp/mofaj/area/denmark/data.html
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